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労務管理の課題
在マレーシア日系射出成形部品製造工場の事例
義 永 忠 一
は じめに
中小企業の海外事業展開が加速 している。日本の将来人口予測から,今後
日本国内市場は先細るとして,成 長著 しい海外,特 に東南アジアを中心に海
外事業展開を図ろうとしている。本稿が注 目す る製造業では,2012年まで
円高を始めとする 「六重苦')」が取 り上げられ,海 外事業展開を加速させた。
2012年以降為替の状況が変化 してお り,今後方向性に変化はあるかもしれ
ないが,中 小企業が海外展開をはかる流れそのものが覆ることはないだろ
う。
2012年12月16日の第46回衆議院議員総選挙後に成立 した,安 倍晋三 自
由民主党政権による経済政策(ア ベノミクス)の うち,2014年は成長戦略,
すなわち 「日本再興戦略」(2013年6月14日閣議決定)の 成果が問われて
いる。「日本再興戦略」の特徴は,KPI(KeyPerformanceIndicator:成果
目標)が 存在することである。本稿が注 目する中小企業 ・小規模事業者に関
連するKPIは「開業率が廃業率を上回る状態にし,開業率 ・廃業率が米国 ・
英国レベル(10%台)になることを目指す」「2020年までに黒字中小企業 ・
1)①円高,② 法人税の実効税率の高さ,③ 自由貿易協定への対応の遅れ,④労働規
制の厳 しさ,⑤環境規制の厳 しさ,⑥電力不足(『日本経済新聞』2013年1月21
日)。
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小規模事業者 を70万社か ら140万社に増やす」「今後5年 間で新たに1万社
の海外展開を実現する」の3つ である。政府 も今後の日本経済の成長戦略と
して,海外展開を挙げている2)。
実態としても,政策面で も活発化 している中小企業の海外事業展開の中
で,本稿ではマレーシアに立地する企業を取 り上げる。マレーシアに注 目す
るのは,ASEANが経済的に統合を図っている中で,発 展が進んだ国であ
り,また比較的早期に日系企業が進出した地域でもあるからである。本稿の
目的は,海外事業展開をはかろうとする国々で人件費の上昇が進んでいる
中,い ち早 く人材面での課題に直面しているマレーシアにおいて,特 に自動
車部品を製造する企業の労務管理に焦点をあて分析を行い,今後海外事業展
開をはかる中小製造業企業の課題をより明確にすることである。
以下第1節 では,中小企業の海外事業展開の現状を概観 し,その課題を確
認する。そ して第2節 でマ レーシアにおける労働環境について検討 した上
で,第3節 では海外事業展開する中小企業の労務管理に関する先行研究の整
理を行う。第4節 では事例研究を行い,対 象企業の労務管理の実態について
明らかにする。第5節 で考察を行い,お わりにとして結論,本 稿における今
後の課題を述べる。
1中 小企 業による海外 事業展 開の現状
1)増加する海外事業展開企業と展開先の国 ・地域
企業の海外事業を捉えた統計として,経 済産業省の 「企業活動基本調査」
がある。この調査は,従 業者50人以上かつ資本金額又は出資金額3,000万
円以上の会社のみを調査対象としてお り,すべての企業を対象 としたもので
はない。 しか し,リーマンショック以降においても,子会社 ・関連会社3)を
2)中小企業の海外事業展開について,地域経済活性化の視点で分析 している最新の
研究として佐竹編(2014)がある。
3)「親会社」 とは,企 業の議決権の50%を超えて所有している会社 をいう。ただ
し50%以下であっても,経営を実質的に支配 している場合 も含む。「子会社」 と
は,あ る会社(親 会社)が50%超 の議決権を所有する当該会社 をいう。また,
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保有する企業の比率は,国 内だけに子会社 ・関連会社を保有する比率が減少
を示すのに対 し,海外に子会社 ・関連会社を保有する企業は増加傾向を示 し
ている(図表1)。特に,製 造業では海外での子会社 ・関連会社保有比率の
増加傾向が強い(図 表2)。
図 表1主 要 産 業 の 子 会 社 ・関 連 会 社 図 表2
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注)実 際の数値は,本稿の最後に掲載。
海外 子会社 の保 有状 況 を地域 別にみる と,ア ジア(中 国を除 く)が 最 も多
く10,775社,中国が10,231社,ヨー ロ ッパ が6,206社,北米 が6,051社,
その他の地域 が3,352社となっている。地域 別構 成比 でみる と,ア ジア(中
国 を 除 く)が29.5%,中 国 が27.9%,ヨ ー ロ ッ パ が16.9%,北 米 が
16.5%,その他 の地域 が9.2%で ある。海外子会社 数の うち約7割 を占める
製造業企業 の地域 別構成 比 をみ る と,ア ジ ア(中 国 を除 く)が29.8%,中
その子会社又はその親会社 とその子会社合計で50%超の議決権を所有する当該
会社(み なし子会社)及 び50%以下であっても経営を実質的に支配 している場
合 も含む。「関連会社」 とは,あ る会社(親 会社)が20%以 上50%以下の議決
権を所有する当該会社 をいう。また,15%以上議決権を所有 していること等に
より,重要な影響を与えることができる会社を含む(経済産業省,2012)。
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国が27.3%,ヨー ロッパが18.8%,北米が16.8%,その他 の地域が7.3%,
中国 をは じめ としてアジア地域 での保 有比率が高 い ことが分 かる(図 表3・
4)o
図表3海 外別子会社の地域別保有状況
海外に
保有する
企粟敗
海外
子会社 アジア
(中国を除く) 中国 ヨーロツパ 北米
その他の
地域
合 計 5,326 36,61510,77510,231 s.20s 6,051 3,352
鉱桑、採石粟、砂利採取粟 8 80 8 一 15 21 36
製 造 粟 3,425 25,203 7,516 6,893 4,731 4,226 1,837
電気・ガス粟 15 270 67 12 33 93 65
情報通信粟 319 1,159 314 376 197 212 so
卸 亮 粟 1,113 8,484 2,368 2,483 1,104 1,355 1,174
小 亮 粟 175 397 134 167 32 50 14
クレジットカー ド粟、割賦金融粟 7 25 16 7 一 2 0
物晶賃貸粟 21 184 42 23 23 9 87
学術研究、専門・技術サービス集 73 453 187 133 56 43 34
飲食サ ビース薬 51 92 30 39 5 16 2
生活関連サービス粟、娯楽乗 24 48 18 12 2 8 8
サービス粟(●) 95 220 75 86 8 16 35
出所)図 表1に 同じ。
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2)中小企業の海外事業展開と課題
『2012年版中小企業白書』によると,2009年における海外子会社 を持つ
全企業7,977社のうち7割 の5,630社が中小企業 となっている(図 表5)。
中でも製造業の占める割合は大 きい。
図 表5規 模 別 ・業 種 別 の直 接 投 資 企 業 の 数
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出所)中小企業庁 『2012年版 中小企業 白書』
資料)総務省 「事業所 ・企業統計調査」 「2009年経済センサスー 基礎 調査」
注)1.ここでいう直接投資企業とは,海外に子会社(当該会社が50%超 の議 決権 を所 有する会社 。子会社
又は当該会社と子会社の合計で50%超の議決権を有する場合と,50%以下でも連結財務諸表の対
象となる場合も含 む。)を保 有する企業(個人事業所は含まない。)をいう。
2.こでいう大企業とは,中小 企業基本法に定義する中小 企業 者以外の企業をいう。
また,海外進出の理由としては,「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要
が見込 まれる」 と回答 した企業の割合が7割 弱 と最 も高い。これに続 き,
「納入先を含む,他 の日系企業の進出実績がある⊥ 「進出先近隣三国で製品
需要が旺盛又は今後の拡大が見込まれる⊥ 「良質で安価な労働力が確保でき
る」となっている(図 表6)(経済産業省,2012)。
この上位4位 の要因を時系列でみると,「納入先を含む,他 の日系企業の
進出実績がある」の割合が引き続 き拡大 した。今後の需要拡大については,
「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込まれる」の割合が4年 ぶ りに
低下した一方で,「進出先近隣三国で製品需要が旺盛又は今後の拡大が見込
まれる」が5年 連続で拡大してお り,進出先近隣の需要拡大を投資の決定ポ
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イントとする割合は,高 くなってきている。「良質で安価な労働力が確保で
きる」を投資の決定ポイン トとする割合は,引 き続 き低 くなって きている
(図表6)(経済産業省,2013)。
図表6投 資決定のポイントの上位4項 目の時系列比較
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出所)経産省第43回海外事業活動基本調査(2013年7月調査)
注)・調査対象は本社企業。
・2012年度に新規投資 または追加投資を行った企業 に対して,投資を決定した際のポイントについ
て,該当する項 目を3項 目まで選んだものを集計したもの。
・構成比は,回答企業 総数に対する該 当項 目の回答企業数の比率。
海外事業展開後の中小企業の課題は,人 的資源に関する問題が最 も大 き
い。海外直接投資先の問題 として,「外国人従業員の教育や労務管理が難 し
い」「現地の経営管理者の不足」をあげる企業は,各37.0%,28.9%(製造
業の場合)と,他 の項 目と比較 しても高くなっている(図 表7)。
図表7
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資料)日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の海外進 出に関する調査結 果」(2012)
注)1.「海外直接投 資(現地法人の設立,または既存の外 国企業への出資(いずれも出資比率10%以上))
をしている」と回答した企業を集計。
2.複数 回答のため,合計は100%を超える。
2マ レー シ ア の状 況
マ レーシアは,ほ ぼ 日本 と同 じ広 さの国土 に2,995万人の人口を有す る。
一人当 た りのGDP(名 目)は ,2004年に4,816ドルであ ったのが,2012年
に10,387ドル とな り1万 ドルを突破 し,2013年には10,548ドル とな って
い る。2008年半 ば まで経済成 長率 は5%前 後 で推移 していたが,世 界金融
経済危機 に伴 う輸 出急 落で2009年に 一1.7%と大幅 に下落 した。2010年は
内需の回復 及び好調な中国経 済に牽引 されて通年 では7.2%ま で回復 した。
外 需低 迷に よ り2010年後半か ら成長 は減速傾 向 にあるが,2011年は投 資 と
国内消 費 に支 え られ,5.1%を 維持 した。2013年の経済 成長 率 は4.7%と
な ってい る。失業 率 は3%台 前半 で安 定 してい る(外 務 省HP各 国 ・地域情
勢2014年7月3日 確 認)。
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図表8ASEAN基礎情報
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出所)日本貿易振興機構(ジェトロ)海外調査部アジア大洋州課(2014)よりASEAN諸国のみ抜粋 して掲載。
資料)①～⑦IMFWEO(2014年4月)の2013年の値を利用,⑧2013年の期中平均 各国 中央銀 行,⑨
⑩ジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業実態調査(2013年度)」。
⑪世界銀行(2005～2012年の中で各国最新数値 を利用),⑫はジェトロ「J-File」を参考。
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出所)日本貿易振興機構(ジェトロ)海外調査部アジア大洋州課(2014)よりASEAN諸国のみ抜粋 して掲載。
資料)ジェトロによる2013年7月～11月の期間に,ASEAN9力国(ブルネイ除く)・南西 アジア諸 国(インド,
バングラデシュ,スリランカ,パキスタン)の進出企業を中心に現地ヒアリング調査。
同年10月～11月に行った「在アジア・オセアニア日系企業 実態調 査(2013年度)」(進出 日系 企業
向けアンケート調査)の中で,「投資環境上のメリットと課題」を尋 ねた結果による。
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マレーシアは,ASEAN諸国中でも経済的に発展 しており,製造業の現場
で作業する人の賃金(ワ ーカーの賃金[基 本給])をみて もデータがないブ
ルネイをのぞきシンガポールに続いて2番 目の高さである(図表8)。
図表9は,ジ ェ トロが2013年10月からll月にかけて行った 「在アジア・
オセアニア日系企業実態調査(2013年度)」(進出日系企業向けアンケー ト
調査)の 中で,「投 資環境上のメリッ トと課題」を尋 ねた結果であ るが,
ASEAN各国のメリットが現れており興味深い。マレーシアは,「市場規模 ・
成長性」より他の項 目が評価 されてお り,ASEAN諸国の中でも市場として
成熟,も しくは成熟 しつつある状況にあるといえるだろう。それではより具
体的に,マ レーシアにおける投資環境上の課題をみてみよう。
進出日系企業によるマレーシアの投資環境上の課題として,「人件費の高
騰」「労働力不足 ・人材採用難」が5割 を超えている(図 表10)。「人件費の
高騰」の主な理由として,2010年から段階的に実施されて きた最低賃金制
度が,2013年1月から全面的に適用されたことの影響が大きい。
「労働力不足 ・人材採用難」については,マ レーシアの人口自体が多 くな
い事が挙げられるが,少 し時代 を遡った説明が必要だろう。1980年代半ば
マレーシア政府 は経済不況の対応 として,外 資主導による景気回復 を目指
し,直接投資の受入促進をはかった。これが日本や韓国,台 湾の通貨が大幅
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図表10マ レーシアの投資環境上の課題
に切 り上 が った 時期 と重 な り,マ レー シアへ の 直接 投 資 が急 増 した(穴
沢,2010,96頁)とい う。
マ レー シア国内で は,1980年代 に入 ってイ ン ドネシア人 を中心 とす る非
合 法な外 国人労働者 の流 入が急増 し,マ レーシア人が忌避 する低賃金 ・重筋
労働 の職種(日 本でい う3K労 働 に相 当。道路建設 ・ビル建 設での就労,ホ
テル ・レス トラ ン等 の雑役労働[清 掃 ・運搬],家 事 メ イ ド等)を 担 った。
当初マ レーシア政府 は,こ れ ら外 国人労働 者 を原則 として排 除す る方針 を
とった。1985年には1万4,000人の イン ドネ シア不 法就労者 を逮捕 し,1万
3,000人を送還 している。 しか し,1990年のマ レーシア全 労働力人 口が670
万人に対 して,マ レーシア国内におけるイ ン ドネシア人労働者 は,合 法就労
者2万 人,非 合 法 は推 定で100万人規模 に達 した。 この よ うな状 況下,マ
レーシア政府 は 自国の労働 力不足 に も配慮 して,当 初 の強制 送還 か ら限定 的
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受け入れ,不 法就労者の合法就労への転換措置というように外国人労働者へ
の対応を変化 させていく。1989年から転換 した外国人労働者政策は,1990
年代に入るとその変化 を一層加速させ,従 来のプランテーション ・建設業 ・
サービス業から,一定の条件付 きで製造業 にも外国人の就労が認められた
(宮本,2002,102～104頁)。その後のアジア通貨危機等の影響 もあ り状況
は変化するが,日 本の製造業企業,特 に労働集約的な加工を行 う企業にとっ
て,1990年代にマレーシアへの直接投資の環境が整ったといえよう。
マ レーシアの総人口は,1970年からの30年間に人口がほぼ倍 になるな
ど,堅調に増加 している。2005～2010年の合計特殊 出生率は平均2.72人で
あ り,徐々にペースを落としながらではあるが,今後 も人口の増加は継続す
ることが推測される。人口の増加に伴って,労働力人口も一貫 して増加 して
お り,2010年には約1,200万人となった。一方で就業率は大 きな増減を見
せず60%台前半で安定 して推移 してお り,2010年には62.7%であった。
そして約1,200万人の労働力人口のうち,約200万人を外国人労働者が占め
てお り,産業ごとに当該事業所で就労するマレーシア人に対 して,非熟練外
国人労働者の比率の基準が設けられている(厚生労働省,2013)。
2013年1月から全面的に実施された最低賃金制度は,家 事使用人を除 く,
あらゆる被用者,外 国人労働者 を含んでいる。この制度は,マ レーシア政府
が国民所得の増大のみならず,マ レーシア国内で低賃金で労働者を確保する
ことを困難にさせ,企業の設備投資を活発化 し,機械化の促進や生産性の上
昇が起きることを期待 して導入 された(厚生労働省,2014)。
マレーシアの失業率は,概 ね3%台 前半で推移 しているが,15～24歳の
若年者の失業率は10～ll%と,高い水準にある。失業者を教育水準別に見
ると,この10年間で高等教育修了者の失業率が14.8%から26.1%と大 き
く上昇している。高等教育を修了した若年者が望む,賃金等の労働条件が良
い職や,資格や能力 を活かすことのできる職が十分にないことから,労働市
場でのミスマッチが指摘 されている(厚生労働省,2013)。
以上のマレーシアにおける状況 を鑑み,進 出日系企業が 「労働力不足 ・人
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人件費の高騰
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ASEAN・南西アジア諸国における投資環境上の課題
業種別 業種別全体 上位3力国
製造業 非製造業
1位
2位 行政手続きの煩雑さ(許認可など)
3位 現地政府の不透明な政策運営
4位 税制・税務手続きの煩雑さ
5位 法制度の未整備・不透明な運用
インフラ(電力・物流・通信など)の6位
未整備
7位 労働力の不足・人材採用雑
8位 不安定な為替
9位 不安定な政治・社会情勢
10位労働争議・訴訟
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出所)日本貿易振興機構(ジェトロ)海外調査部アジア大洋州課(2014)。
資料)図表9と同じ。
材採用難」を挙げる要因は,第 一に労働集約的な作業従事者,特 に若年層の
雇用を求めるが,当 該作業自体 をマ レーシア人が忌避すること,第二にマ
レーシア人の代替として外国人労働者 を雇用 しようとしても,外国人労働者
を雇用する際のマレーシア人労働者 との比率に基準があり,制約が存在する
こと,第三に高等教育を修了した若年者が求める職種がまだ限られており,
優秀な若年者はジ ョブ ・ホッピングする可能性が高いことが考えられる。以
上三つの要因の上に,最低賃金制度が重なり 「人件費の高騰」 といった状況
が生まれているのが,現在のマレーシアといえる。
ASEAN・南西アジア諸国における投資環境上の課題(図 表ll)をみる
と,「人件費の高騰」(1位),「労働力の不足 ・人材採用難」(7位)とあり,
マレーシアに立地する企業,特 に製造に関わる企業に注目し分析す る事に
よって,東 南アジア各国への進出にも大 きな示唆を与える事が出来ると考え
る。
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3先 行研 究の整理 と課題 の設定
D中 小企業の海外事業展開
中小企業の海外事業展開については,既 に実施 した海外事業展開が国内拠
点に与える効果(浜松,2013)や,自動車部品を製造する中小企業の海外事
業展開戦略(岩 田,2013),そしてまさにこれから海外事業展開をはかろう
とする中小企業の取組み(関,2013)などの研究が存在する。
駒形(2012)は数多 くの中小企業が進出している中国に注 目し,中小企業
が海外事業展開する際の経営上の課題 として①現地での企業内の経営 ・人事
管理をいかに行 うか,②顧客 ・取引先 とコミュニケーションをいかに円滑に
とるか,③ 日本の親会社 と現地法人との関係をどう構築するかの3つ がある
と指摘 した。また,こ れらの課題を解決する方向として 「経営の現地化」を
挙げている。「現地化」 とは生産 ・経営に必要な諸資源を進出先で調達 し,
それを利用 してい くことであ り,「人の現地化」も含まれる。上記の諸課題
に対応 しうる人材を必要 に応 じて登用 して,そ の人材に権限を委譲するこ
と,そ してそのことを通じて,現 地法人の経営の自由度を高めることである
とする。
経営の現地化は,非常に重要なキーワー ドだ。駒形(2012)がいう 「究極
の経営現地化⊥ すなわち現地経営 トップへ最大限に権限を移譲できるかど
うかは,キ ーパーソンの存在の有無に大 きく左右 される。今後海外事業展開
をはかる中小企業は,経営のどのレベルまで現地化するかを意識することが
求められよう。一方で,駒 形(2012)がいう 「現地での企業内の経営 ・人事
管理をいかに行 うか」については,具体の事業所や工場の生産体制をどのよ
うにデザインし,コーディネー トしていくかという側面の重要性 も指摘でき
る。
2)海外事業展開する中小企業における労務管理
企業の人的資源に関する先行研究は,膨大に存在する。しかし海外事業展
開に関連して,さ らに中小企業 を対象とすると絞 られる。海外事業展開をは
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かる特定の国 ・地域の,労働に関する法律や制度を対象に分析する研究(丹
野,2011)があるが,雇用,解 雇 労働契約,労 働協約,就 業規則,賃 金,
労働時間,労使関係等,人 的資源管理に関わる法律 ・制度に関する様々な課
題は,海外事業展開をはかる中小企業に取って不可欠な分野である。
ただし第1節 で確認 した海外事業展開後の中小企業の課題に,「外 国人従
業員の教育や労務管理が難しい」についで 「現地の経営管理者の不足」 とあ
るように,特 に製造業に携わる中小企業にとっては,日 々の生産現場で直面
する人的資源に関する問題は,特 に生産管理全般における労務管理 としての
認識が強いと判断する。
生産管理の定義は,「所定の品質の製品を所定の期間に,所定の数量だけ
期待 される原価で生産するように,生 産を予測 し,諸活動を計画 し,統制 ・
調整して,生 産活動全体の最適化を図ること(JISZ8141)」とある。さら
に広義と狭義の捉え方があ り,広義の生産管理 とは,事業戦略と整合 し,生
産活動の入力資源,管 理プロセス,出 力の全体の全体最適化するための戦略
立案と計画 ・統制機能であ り,実現のための組織 制度 システムの整備,
および トータルライフサイクルの管理をさす。一方狭義の生産管理 とは,生
産の計画と統制,す なわち生産目標を効率的に達成するための管理 生産計
画を立案する,計 画に基づき生産過程 を統制する,計 画と実績の差異分析 と
問題点の是正を行 う工程管理である((社)日本技術士会経営工学部会生産
研究会,2009,14頁)。
詳細な生産管理 工程管理 まで取 り扱 う労務管理の調査 ・研究は,大企業
(自動車製造業,一 次部品メーカー)が 事例 として紹介 されることが多い
(田中,2006;古井,2010)。「見える化」と呼ばれる。工程や作業を視覚的
に分か りやす く提示する事で,従業員のみならず,企業全体の効率化を図る
取組みである(遠藤,2005)。VM(VisualManagement)あるいは 「見え
る経営または目で見る経営」とも称 される(五 十嵐,2012)。
研究ではないが,『日経 ものづ くり』(2011年5月号)で は,「和製見える
化では甘す ぎる」という特集が組まれ,コ クヨ(ベ トナム),ヤマハ発動機
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(タイ),トヨタ自動車(イ ンド)の事例が紹介 されている。ただし企業規模
が大きいからか,中小企業が必要とする工場全体の管理手法を把握すること
は難しい。大企業の部分的な管理手法が紹介 されるに留 まっている。また同
特集には,中小企業の事例(タ イ)も掲載 されているが,細 かな効率化事例
を紹介するだけである。工程数も少な く,従業員数も限られているからだと
推測される4)。
特に中小企業の生産管理 労務管理の紹介が断片的になる要因として,2
つ考えられる。第一に,海外事業展開を行ったものの,国 内における事業規
模 と変わらない,も しくは事業内容が国内と変わらない。つまり効率化の事
例は各工程内の取組みに留 まるため,断片的にならざるを得ない。第二は,
拡大するアジア経済の需要に対応するために,国 内事業 とは異なる分野や,
規模拡大に対応するために管理手法の最適解を模索する試行錯誤の段階にあ
る場合である。この場合 も,効率化の取組みは断片的にならざるを得ない。
社団法人中小企業研究センター(2011)には,既 に複数国に生産拠点を展
開している中小企業が紹介されている。油圧機器製品 ・部品の製造 ・販売を
行 う株式会社 タカコ(従業員数280名[グループ全体1,400名],資本金3
億3,775万5,000円)は,米国(生 産 ・販売),ベトナム(生 産 ・販売)と2カ
所の展開先を有 している。海外展開成功のポイントとして,「現地人材の活
用と管理のバランス」「見える化による統一対応徹底」が挙げられているが,
詳細 までは不明である(社 団法人中小企業研究センター,2011,68～73頁)。
海外での生産体制においては,拡大を続ける新興国の需要に対応すること
が求められるので,量 的規模拡大 を視野に入れた管理手法を海外事業展開開
始時に想定してい く必要がある。中小企業における生産体制の構築には人的
資源の効率的な管理が不可欠であるが,中小企業の具体事例に基づ きこれら
の問題について検討 した研究は,上述の通 り断片的なものが多いのが現状で
ある。そこで本稿では,人材面での制約が多いマレーシアに進出した射出成
4)こ の 傾 向 は,花 王(タ イ)(森2011a),セ イ コ ー エ プ ソ ン(イ ン ドネ シ ア)
(森,2011b),ヤマ シ タワ ー クス(タ イ 中小 企 業)(森2011c)で も同様 であ る。
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形部品工場の事例 を取 り上げ,工場全体における人的配置をどのようにデザ
インし,効率的な生産体制を構築 しているかについて検討する。
4事 例 研 究一N社 ・マ レー シア 工 場一5)
1)N社の概要
本稿 で取 り上 げ るN社 は,創 業1940年3月,本 社 を大 阪府 に置 き,愛 知
県 に生 産 ・開発 拠 点 を2006年か ら設 置(移 設)し て い る。資 本 金31億
3,775万4千円,従 業員 は,単 独 で258名(男 性197名,女 性61名),2004
年に株 式会社 ジ ヤス ダ ック証券取引所(現,東 京証券取引所JASDAQ市場)
に株 式 を上場 している。業種分類 は卸 売業 となってお り,中 小企業 の範 囲で
は ない。海外展 開 を1987年か ら開始 し,国 内外 に関連会社 も有 してい る。
連 結 の 従 業 員 規 模 は,4,369名(男性1,198名,女性3,171名)であ る
(2013年3月確認 資料)。
事 業内容 としては,商 事 部門 と製造部門を有 する。商事部 門では,電 機 ・
電子部 品他 産業 資材 を扱 い,製 造部 門で は,プ ラスチ ック成形 品 ・組 立部
品,塗 装 ・印刷 ・プ レス ・切削,金 型製作 を行 って い る。売 上高(2011年
度)は,273億460万 円(単 独),394億350万円(連 結)と な っ て い る
(2013年3月確認 資料)。
海外生 産拠 点(関 連会社 除 く)は,バ ンコ ク工 場(タ イ)(1987年ll月
設立),マ レーシア工場(1993年2月設立),コ ラー ト工場(タ イ)(1995年
6月設立),深 切工場(中 国)(2000年1月設立),ベ トナ ム工場(2002年10
月設立),フ ィリピ ン工場(2008年10月設立),ジ ャカル タ工 場(イ ン ドネ
シア)(2013年1月設立)を 有す る(2013年3月確認 資料)。
沿革 を概観 す ると,1968年に愛 知県で プラスチ ック成形工場 を開設 した
後,1987年に台 湾 台北 市 に支 店 を開設,海 外事 業 を開 始 した。同 年 に,
5)2013年3月に予備的訪問を行 った後,2013年9月2日10:00～12:00に,マ
レーシア工場のManagingDirectorとFactoryManager(日本人,役 職は調査当
時)へ のインタビュー調査および工場見学を実施 した。本稿の記載は特に説明が
ない限り,2013年9月2日のインタビュー調査が元となっている。
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ユーザーの海外シフトとニーズに対応 し,海外生産拠点として,タ イ国バ ン
コクに現地法人を設立する。1990年にシンガポールに支店を開設 し,東南
アジアにおける三番 目の拠点とする。1993年に海外第二の生産拠点 として
マレーシアに現地法人を,1995年に第三の生産拠点 としてタイ国コラー ト
に現地法人 を設立する。1996年,中国本土への拡販 を図るため,香港 に現
地法人を設立 し,2002年に海外第四の生産拠点として,中 国 ・深刎 に香港
の現地法人,深馴工場の操業を開始する。また同年には,プ ラスチック射出
成形用金型の製造販売会社 として,バ ンコクに現地法人を設立 している。
さらに同年には海外第五の生産拠点として,ベ トナム ・ハノイに現地法人
を設立し,2006年に愛知県に生産 ・開発所点として本部(1事業所 ・1工場)
を開設(移 設)し ている。2012年には,海外第七の生産拠点 として,イ ン
ドネシア ・ブカシに現地法人を設立する。2014年1月には,タ イ国におけ
る自動車関連部品の生産拠点を集約することを目的に,現 地法人の新工場を
建設する(N社ホームページより抜粋)。
2)N社及びマ レーシア工場の位 置づけ
本稿 で注 目す るマ レー シア工場6)は,大手 自動車 部品 メーカー を主要取 引
先 とする車載部品生産成形工場 で,主 に リアワイパ ーアーム/ボ デ ィ等 の成
形 ・組立 を行 ってい る。工場 床面積9,240㎡,成形機41台,従 業 員 数180
名であ る。N社 には,同 じ車 載部 品生 産成形工場 として1事業所 ・1工場(愛
知県),バ ンコク工場,コ ラー ト工場(タ イ),ベ トナム工場 がある7)。
各工場 の機 能 と規模 を示す と,1事業所 ・1工場(愛 知 県)は,マ ザ ー工場
と して機 能 し,高 付 加価値 製 品向け部 品の 開発 ・製造 を行 う。工場 床面積
7,945㎡,成形機43台,従 業員92名 。バ ンコク工場 は,イ ンジ ェクター組
立等 を行 い,海 外 工場 の 中心機 能 を担 う。工場 床面積6,120㎡,成形機55
6)本来本稿で注 目するマ レーシア工場は,現地法人であり独立 した企業であるが,
N社内での表記を用いてマ レーシア工場と称す。
7)既存の中国工場 も,自動車用 となったという(2014年3月19日確認)。
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図表12N社 の車載部品生産成形工場
1事業所 ・1工場
{愛知県)
バンコク工場
(タイ)
マ レー シア 工場
{マレー シ ア〕
コラー ト工場
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〔ベ トナム)
工場としての機能 マザー工場 擁外工場の中心概能
大手自動車部品メーカー
を主要顧客
多角化された
総合工場 低 コス トを重観
事業内容 高付加価値製品向け部uuの開発 ・製造
インジエクター
組 立等
9アワイパーアームノボ
ディ等
の成形 ・組立
OA関連、カメラ
部品も手掛ける
(靖密組立)
バルブギアの他
プ リンター部
品 ・組立
工場床面積 7,魍5㎡ 6,120rd 9,2401㎡ 19,85⑪㎡ 6,120㎡
成影機 43台 55台 41台 134台 88台
従業員 9蹄 ass名 1呂0名 x,378名 1,ISCI名
設立年 20dG年設置(移醗, 1987年 19J3年 1935 2⑪02年
出所)調査資料に基づき筆者作成
台,従 業員463名。コラー ト工場(タ イ)は,車 載部品の他,OA関連部
品,カ メラ部品も手掛けてお り,精密組立用のクリーンルームも完備 した多
角化された総合工場 とされている。工場床面積14,850㎡,成形機134台,
従業員2,378名。ベ トナム工場は,バ ルブギアの他,プ リンター部品 ・組立
を行い,低 コス トを重視 した機能を担っている。工場床面積6,120㎡,成形
機88台,従業員1,250名(2013年3月確認資料)。
N社は,国 内証券市場における業種分類は卸売業であり,かつ中小企業で
もない。しかし,N社は今後海外展開をはかる製造業 特に中小企業にとっ
て有益な示唆を与えて くれる。その理由として,本稿では3点指摘 したい。
第一にN社は,卸売業 とはいえ,自動車部品の製造を行っている。取引形
態は,2次部品メーカーに相当し,マ レーシア工場は日本の大手 自動車部品
メーカー(1次)と の取引がある8)。
第二にN社は,ア ジア各国に複数の生産拠点を有 してお り,2013年にはタ
イにアジア地域統括会社 を設置 している。これは,主 要取引先が2006～
2008年頃タイの税制優遇措置を活用 しシンガポールの地域統括機能 を移管
した事 を受け実施された。今後進展するASEAN経済統合の中で,各 国の市
場の特徴や成熟度に応 じて,立 地する製造業の機能分化や棲み分けが今後ま
8)マレーシア工場のみ調査が許可されたので他工場の詳細は不明だが,N社マレー
シア工場の取引額は,大手自動車部品メーカーのグループが95%を占め,そ の
内自動車関連部品が75%を占めている。
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すます進むと考えられる中で,2次部品メーカーに相当する位置づけのN社
が,経 営活動における最適解を模索する過程は注 目に値する。
そ して第三 に,東南アジア各国の中で もマレーシア工場 は,人件費が高
く,マレーシア国内市場の特徴(マ レーシア国民車や,ブ ミプ トラ政策の存
在)に より,制約条件が多い。そのような制約の下で一定の成果をあげてい
るマレーシア工場の取組みは,今後進出をする製造業,特 に中小企業(2次
以下の部品メーカー)の 一つのロール ・モデルになりうる。以下,マ レーシ
ア工場の調査において明らかになったN社の特徴から述べていく。
3)マレーシア工場における労務管理
マレーシア工場の位置
マレーシア工場は,ク アラルンプール市内からおよそ60km,自動車で約
1時間の距離 にあるネグリ ・ス ンビラン州g)に立地 している。クアラル ン
プール中心街から高速道路で向かう約1時 間の問に,郊外の高級住宅街 とも
思われる比較的大きな住宅街を越え,工場地帯,農 業地帯をこえていく。そ
の先の高速道路出口から,十数分の所にマレーシア工場は立地する。工場設
立当初 この立地場所 を選定したのは,労働集約的な工程を担 うため,当 時マ
レーシアの中でも人件費が比較的安いところを選択 したことによる1°)。
作業工程のワンウェイ化
マレーシア工場 は,材料供給部門,製 造(成 形加工)・品質管理部門,完
成品在庫部門と大きく3部門に分かれている。工場内で区域を分け,同一工
9)マレーシアの各州の日本語表記は,マ レーシア政府観光局HPを参照 した。
10)國分(2004)は,マレーシア国内おける日系製造業企業52社に対するアンケー
ト調査を実施 し,投資環境の地域間比較を行っている。本稿で注 目するマレーシ
ア工場が立地するネグリ ・スンビラン州(國 分,2004ではヌグリスムビランと
表記)か らは3社 からの回答があった。 しかし,全52サンプルのうち半数近 く
(23サンプル)がセランゴール州(ク アラルンプールが含 まれる州。國分,2004
ではスランゴールと表記)と ペナン州であり,ネグリ ・スンビラン州 としては取
り上げられていない。
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場内ではあるが,物 理的にも各部門を独立 させている。材料供給の過不足
は,次工程に影響 を与える。材料の過剰供給は一時的に無駄を発生 させ,供
給不足は生産性の低下を招 く。製造部門における作 り過 ぎ,加工不良の発生
や遅延は,完 成品の過不足 を招 く。最終的な納期に合わせるため,製 品在庫
をどれだけ持つのかを判断することが,効 率経営には欠かせない。工場管理
者は,常 に 「次工程はお客様 という感覚」を持っている。
以下,N社マレーシア工場の全体図を示 した上で,各 ポイントとなる箇所
の写真を示す。
図表13N社 マレーシア工場の全体図
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注)最 終 品質チェックポイントを合格した製 品 ・加
工品が,納入先に搬入される梱 包で,完成 品
在庫 部の扉の前に置かれている。枠線 が書
か れ ており,この枠 内 まで が 製 造(成形 加
工)・品 質管理部 門の管轄 である。扉 の奥に
同様の梱包が見られるが,奥は,完成品在庫
部の管轄になっている。完成品在庫部 の管理
情報に基づき部門間の受け渡しが行 われる。
なお各扉には,セ キュリティのためのカー ドによる入室管理が行われてお
り,従業員の出入 りも一元的に管理 され,誰 がいつどこに行ったのかが記録
されている。
労務管理手法の標準化
マレーシア工場には,5つの基本部門が存在 し,それぞれの部門を示す色
が指定 されている。オレンジ(生 産管理 〔主 に金型技術〕),黄色(品 質管
理),青(製造),緑(購買),グレー(販売 ・事務 〔経理 ・総務〕)の5色で
ある。そして従業員の制服 を,作業者用 とスタッフ用に区分 している。作業
者は,ワ ーカーやオペレーターと呼ばれ実際の作業を担 う。スタッフは,工
場の運営 ・管理における意思決定(判 断)に携わる人をさす。製造現場にお
ける作業者の制服は,帽 子の色を基本部門と同じ色分けにより区分 し,一 目
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見て誰がどの部門に属 しているのかが理解できる11)。
写真5品 質管理部門のブース
この よ う な管 理 手 法 は,コ ラ ー ト工 場(タ イ)の 標 準 を採 用 して お
り,2013年5月3日 に一斉導 入 された。 コラー ト工場(タ イ)で 管理 の標
準 が策定 される要因 として,同 工 場の従業員規模 が大 きい(2,378名)こと
がある。以下に,イ ンタビューの抜粋 を示 す(以 後 同 じ)。
(コラー ト工場(タ イ)の ように大規模 な工場 となる と:筆 者 補足)作
業者 一人一人の名前 を覚 え られないんですね。月に何百 人 とい う人が入
れ替わ ります ので,離 職率 もあ ります ので,そ うす る とAさ んBさ んC
ll)梅村(2014)も,中国 ・蘇州の農業機械向け部品組立 ・加工を行う企業の事例を
紹介 してお り,従業員の帽子の色に関する指摘がある。ブルー(勤続年数1年 以
上かつラインにおける優秀 な社員で班長),オレンジ(検査工程部門),グレー
(詳細な説明はない)。
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さんと言われてもわからないですよね。まず一目でぱっと見て作業者な
のか,そ れともスタッフなのか,あ とはどこの部門なのかというところ
までは一目でまず分かると。
帽子や制服による職階の見える化 を導入 した段階では,作業者の区分を把
握しやす くする目的であったが,そ の効果は工程全体の状況把握にも及ぶ。
ライン側で品質(品 質管理:筆 者補足)の 人間が一体 どこにいるんだと
いうのが,上(工 場2階 部分:筆 者補足)か ら黄色い帽子かぶらせてる
んですけど,品質の人間が何をやってるのか,そ こら辺にかたまってる
と品質の トラブルも一発で見えるようにはなってる。
このことは,従業員 を視覚的に区分するために導入 された制服の統一 と帽
子の色による管理手法が,工程全体の状況把握を可能にさせたといえる。工
程内に トラブルが発生 した際に,現場からの報告を待つのではなく,特定の
帽子の色が数人集まっているのを見た時点で管理者は トラブルの発生を認識
できる。
マレーシア特有の事情
マレーシア工場特有の課題 として,第2節 で述べたようにマレーシア国内
の人手不足 と固有の制度が挙げられる。新興国においては,作業者の離職率
の高さが指摘 されてお り,マレーシア工場 も若年層の作業者について同様の
問題が指摘 されている。 しかし一方でマ レーシア工場では,10年以上勤務
している作業者も50%程度存在する。
作業者の場合,30歳を超えると転職が困難 となる。マレーシア工場が操
業開始してから19年(2013年時点)の 間に,継続 して勤務する作業者の中
には,40歳代から50歳代を迎える者 もでてきている。マ レーシア工場が立
地する地域は,人 口が少な く地元の人が勤務 し始めるとなかなか離職 しない
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写真6マ レーシア工場特有の課題BYOFFPROCESS
環境 もあ り,2013年9月時点でマレーシア人の10年以上の長期勤続の従業
員は,全 員35歳 以上 とい う。 この ような継続勤務者 は,身 体的 な変化(「 目
が見えにくい」や 「腰が痛い」など)か ら,夜勤勤務 を忌避する傾向があ
り,24時間体制で生産する工場の場合,外 国人労働者 を雇用する必要性が
でて くる。マレーシア工場の場合はネパール人の作業者を採用 して対応 して
い る12)。
12)外国人労働者であるネパール人の雇用契約は,当初3年,そ の後1年 ずつ延長を
2回行う形で,計5年 となっている。マレーシアにおけるルールにより,5年以
上は認められていない。ただマレーシアの法律は,変更されることが多 く,今回
話 を聞いた管理者が赴任中の問でも最長10年から5年 と変更された(イ ンタ
ビュー記録)。
マレーシア国内の外国人雇用対策は,出入国管理法に基づき行われている。月
収2,000リンギ以下の労働者が単純労働者,非 熟練労働者に分類される(厚生労
働省,2013)。マレーシア工場のネパールからの外国人労働者は,こ の非熟練労
働者に相当すると判断される。厚生労働省(2013)によると,非熟練労働者に対
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外国人労働者 を雇用する場合,マ レーシアの雇用法ではマレーシア人と外
国人労働者の構成比が1:1とならなければな らない。このルールが,マ
レーシア工場の管理運営上で大 きな課題 となる。効率的な工場運営の為に若
いマレーシア人の採用 を試みるが,マ レーシアの労働力人口が少ないことか
ら競合が激しく,さらに製造業ではな くサービス業へのシフ トが非常に盛ん
になってきてお り,若い作業者の確保は非常に困難である。そして,よ うや
く採用した若いマレーシア人作業者の9割 から9割5分 は,1年以内に離職
する。その結果,外 国人労働者 と年配のマレーシア人作業者だけとなる。マ
レーシアの現地企業では,マ レーシア人と外国人労働者の1:1のルールを
厳密に守っていない事 を聞き及ぶこともあるがN社 マ レーシア工場は,日
系企業としてコンプライアンスに準 じてやっていかなければいけないとし,
「やるか らには見本になるような会社にしたい」という。
管理者の問題意識
ここで,マ レーシア工場の管理者 としての意識を記す。上述のマレーシア
特有の事情から管理者は,つ ぎのような問題意識をもっている。
今私たちがやっているのは,こ の先10年20年,この工場を永続 させ
るためにはどういう会社(マ レーシア工場:筆 者補足)作 りをしていっ
たらいいのかというところに焦点をあててやってまして,そ の中で今見
なければいけないのは,今 いる人たちがこの先10年20年すると,も う
定年になる人も出て くるじゃないですか。そうすると新 しい雇用ができ
ない。(マレーシア人作業者と外国人労働者の割合が:筆者補足)1:1
(「いちいち」と表現:筆 者補足)の ルールがあるので,労働人口自体が
雇用の中で働ける人が減ってきます。
する労働認可の期間は,1年,毎 年更新を行い,10年までの延長が認められると
されている。ただ し,厚生労働省(2013)は,2013年3月に発行 されてお り,
それ以降の変更について本稿では確認できていない。
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そ うする と,直 接作業 する人を減 らして,間 接作業 やってかな きゃい
けない。技術者 を増 や して,自 動化 を進 めなければいけない とか,そ う
い うふ うになるわけ じゃないですか。そ うする と,少 ない人数でた くさ
んのア ウ トプ ッ トをしな きゃいけない とか,今 まで以上 の ものを作 らな
い と会社 も伸 び ませ んので。
とい うことは,投 資 もかかるイ コールそれ以上 の利益 を出 さな きゃい
けない じゃないですか。そ うする と,さ らに高付加価値 の ものを作 らな
きゃいけない となる と,高 付加価値 の ものイ コール さらに品質が高 い。
どん どんチ ャレンジする ターゲ ッ トを上 げていかな きゃいけない。
そ うする と,今 まで と同 じ物 づ くりの仕 方,同 じ管理 の仕方 ではで き
ないので,い かにシ ンプルで効 率のいい物 づ くりをするか とい うと,原
点に戻 って今 のゾー ン別で分 けたや り方,あ と次工程 はお客様 とい う感
覚に もう一回戻 ってやってい く。
高騰する人件費の中,経営環境 として制約が存在するマレーシアにおいて
効率化 を推進してい くために,常 に現場の改善を行いつつ原点を確認 してい
る。
「作業」 と 「判断」を分離 させる仕組みづくり
海外進出した日系製造業企業の判断基準からすると,特に新興国における
現地の作業者は,し ばしば 「積極的に働かない」と認識 される。本稿で注 目
するマレーシア工場でも,同様のようだ。いかに効率をあげていくかが工場
運営の課題となる中で,若 いマレーシア人作業者のように入れ替わりが激 し
い状況を想定して,様々な事 を現場のラインに入ったらすぐにわかる,直感
的にわかるように 「見える化」することが重視 されている。
特に,教 育水準にばらつきが多い外国人労働者(ネ パール人)は,基 礎学
力(語 学,基礎計算力等)に 課題がある場合があり,作業標準書に基づいて
作業が出来ないことがある。この場合,作 業を細分化することで間違った判
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断に基づ く作業をさせない,工程の中で作業者が独 自の判断で作業ができな
い仕組みづ くりを行っている。
労務管理の標準化で明らかにしたように,帽子の色で所属部門を視覚的に
認識させ,加 工部門内では射出成形機の大 きさごとに製造ラインを 「L1-
LINE」～ 「L4-LINE」と区分 している。そ して,各 ラインの所属 メ ン
バーを固定し自分のライン以外の作業が出来ないように取 り決めている。成
形機で使用する金型も,ラインごとに,納入先毎に色分け(金型の端に色分
け)し て置かれている。すべてのラインの成形機上にクレーンが設置され,
金型替えもラインごとに実施できる。
写真7製 造ラインの区分
クレー ンを設置する までは,各 ライ ンの間に電気 ケーブル,エ ア(圧 縮空
気)な どの配線 が コンベアライ ンの下に設 置 され,ラ イ ンとライ ンとの横 の
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動線が寸断されていた。クレーンを設置する際に,配線類 も一緒に天井付近
に設置することで横の動線 を確保 した。
作業工程のワンウェイ化で示 したように,マ レーシア工場は大 きく3部門
に区分されている。材料供給部門(写 真1)には,最 近まで搬入 される材料
の一時置き場が限られていた。そのため少 し距離があるところに保管せざる
を得ず,作 業の無駄が発生 していた。そこで材料供給部門の建屋を増築 し,
二重にシャッターを設置し,材料搬入の一時置きスペースと材料の仕分け後
の保管場所 を確保 した。
製造ラインの最終段階は品質管理部門であり,最終的なチェックを受けた
後(写真3),完成品在庫部(写 真4)に運ばれる。完成品在庫部の枠線内に
置かれてあるキャスター付 きの容器が,梱包の検査を経た完成品である。こ
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の完成品は,管 理上まだ製造部門の管轄下にある。ここから,完成品在庫部
(奥の部屋)に 搬入 されるためには,完 成品在庫部から納入先の指示があっ
てからでないと引き入れられない。
自動車生産においてはJITが重要視され中間在庫の削減が求められる。し
かし部品メーカーは,あ る程度在庫 を抱えなければ対応出来ない。可能な限
り在庫 を減らし,最適な在庫量を管理することが望ましい。そのためにも,
納入先への配送状況を鑑み,適正在庫を維持 しながら生産計画を立てるため
に,引 出し生産を目指している(SCMの社内取 り込み)。2013年9月時点で
は,納 入先からの受注情報をそのままマレーシア工場内の生産計画へ流 して
いるが,今 後は完成品在庫部からの指示による引出し生産を目標に計画を立
てていこうとしている。
写真9の ように,仕掛品を工場内で運搬する トレーが纏めて置かれてい
た。適正在庫 を削減する取組みが実施 される前は,ト レーには仕掛品が積ま
れ,工場内に滞留していたはずである。 トレーが不要 となっていることは,
確実に効率化がすすんでいる事を示す。
さらに完成品在庫部の奥には,廃棄品(ラ ンナー:射 出成形による製品を
取 り出した後に出来る樹脂が通った跡:筆 者補足)な どの資材を販売する部
門の受け渡し場所がある。不良を出した場合,ラ インごとに不良品を廃棄す
ることがある。2013年9月時点において,取 組み段階ではあったが,製 造
ライン毎の不良率等の成績 を 「見える化」 し,製造 ラインごとに 「競争意
識」を持たせようとの試みがなされつつあった。
写真10のホワイ トボー ドには,ラ インの担当者等が記載 されているが,
このボー ドに不良率等 を 「見える化」しようとの試みである。今後は,ラ イ
ンへの投入材料 と,最終生産品の重 さなどで効率的な材料消費を示そうと計
画している。しかし人材育成,教 育段階で 「協調」を前提 とする認識を共有
しなければ問題が生 まれる可能性があ り,本格的な実施段階ではない。
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写真9
桃山学院大学経済経営論集 第56巻第2号
不要となった仕掛品を工場内 写真10各 ラインの情報をしめすホワ
で運搬するトレー イトボード
「見える化」から 「見 られて評価 される工場」ヘ
マレーシア工場の取組みは,「見える化」というキーワー ドで言い表せる。
各工程における作業者が確認するマニュアル段階から,帽子の色の動 きで工
場全体の状況を判断できるまで,す べて 「見 える化」の実践であるといえ
る。
ただ,マ レーシア工場の 「見える化」には,対 内的な意味と対外的な意味
がある。対内的な 「見える化」の目的には,生 産における情報 ・状況を視覚
化し把握するとともに,情報 を共有することで工場内に競争意識を醸成 し,
より効率性 を高めようと試みている。
一方マレーシア工場 は,対外的にも 「見える化」を活用 しようとしてい
る。マレーシア工場の製造現場は,2階の見学コースからガラス越 しに見学
できる。発注者あるいは発注予定者が工場を訪問した際 一 目で工場全体の
状況を把握出来ることは,工場 自体の管理能力の現れとなり,マ レーシアエ
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場の競争力の表出となる。
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5N社 マ レーシア工場の特徴 が生 まれ る2つ の背景
本稿において注目したN社マレーシア工場の特徴は,以 下の2点 から生み
出されたと考察される。第一は顧客の変化によって効率化可能範囲が拡大 し
た点,第 二はN社の多国籍企業 としての特徴である。
1)顧客(自 動車メーカー)の変化
本稿で取 り上げたマレーシア工場 は,徹底 した 「見える化」を行 ってい
る。1980年代中頃から海外進出を行い,東 南アジアに複数工場設備 を展開
しているN社では,工場の効率化を図る構想はおよそ10年前から存在 して
いた。しかし見える化,ワ ンウェイ化が可能になった背景には,顧客である
自動車メーカーの変化があった。
(マレーシア工場FactoryManagerは:筆者補足)タ イの時に(タ イ工
場 に:筆 者補足)私 赴任 して,下 の方の担 当で赴任 した ときです け ど,
や っぱ り同 じような構 想 で動か そ う として や られ てた んです よ。 ここ
10年,私 は赴任 してll年 目なんです け ど(2002～2003年か ら以降:筆
者補 足),そ の間 に海外 か らの経営者が 変わ ると,責 任者 が変わ る と経
営の仕 方がが らっ と変わって しまいます し,物 づ くりの内容 に よって,
常に変化 させていかな くてはいけないので,た ぶん変 わっていって しま
うんです よ。10年 くらい前 にはそれで いい とな っていた のが,ま た変
わって違 う流 れになったの を,ま た こち らの工場 に きた時にその形 に戻
した方がいいな と自分 の中で思い まして,そ の中で工場 の流 れをシ ンプ
ルに して,見 える化 して,工 場 はワ ンウェイに しようと。
マレーシア工場は,日本の大手一次自動車部品メーカーとの取引がある2
次部品メーカーに相当する。最終的な部品の組み付 け先は,日 本の自動車
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メー カー も含 まれ る。 日本 の 自動 車 メー カーは,「擦 り合 わせ(イ ンテグラ
ル)」型 アーキテ クチ ャに位 置づ け られる。アーキテ クチ ャとは,製 品や工
程の基 本設計思想であ り,擦 り合 わせ型 は部品設計 を相互調整 して製 品ご と
に全体最適 な立場か ら設 計 しない と製 品全 体 の性 能が 出せ ない タイ プで あ
る。それ に対 して 「組 み合 わせ(モ ジュ ラー)」型 アーキテ クチ ャは,部 品
(モジュール)の 接合部(イ ンター フェイス)が 標 準化 されていて,こ れ を
組み 合 わせ れ ば多 様 な製 品 を設計 で き,典 型例 がPC(パ ー ソナ ル ・コ ン
ピュー タ)で ある。企業 の基本 的な設計思想 は,2つ の アーキテ クチ ャを極
とするスペ ク トラムの どこかに位 置づけ られる(天 野,2011)。
マ レーシア工場 の売上のほ とん どが,日 本 の大 手一 次 自動車部 品メーカー
であるか らといって,100%で は無 い。部 品メーカーは様 々なメー カー との
取引 を行い,経 営の安 定化 を図る。時に取 引先 か らの工程 監査 が行 われた場
合,一 目で競 合他社 の もの を見 て盗 まれて しま うのは困 る,「途 中お客様 の
要望に よって ワンウェイにする と見えて しまうので,見 えない ように して く
だ さい とい う車 メー カー さんの ご要望 もあった」 とい う。「だか ら壁 を作 っ
た りとか,そ うい う流 れが一時期 あった」 とい う。
しか しシ ンプルな工程 を作 る ことが,生 産性の面 で も,品 質管理 の面 で も
良い効果が現れる。
シンプルな工程 を作ることで別の方(管理者:筆 者補足)が この工場を
担当しても,す ぐに入 りこめるじゃないですか。それを経営者である人
たちだけ じゃな くても,現場の人も一緒だと思 うんですよね。
そして顧客の現状は,
今 は,隠 して も隠 さな くて も変わ らな くなって きた とい うのが正 直な と
ころで,ど この会社 で も同 じようないい金型 が入 って くればある程度 の
ものがで きる ようになって きち ゃって ます。
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射出成形加工という特徴からだろうか,顧客である自動車メーカー,自動
車部品メーカーの要求が変化 していった。擦 り合わせ型の特徴である,相互
調整して製品ごとに全体最適な立場から設計 しないと製品全体の性能に関わ
り,部品でも加工段階を競合他社に見られてしまうことが,設計情報の流出
につながると顧客が考えていた状況が,変化 した。擦 り合わせ型である自動
車部品の範囲から外れたのか,マ レーシア工場は 「見える化」が可能な状況
となった故に効率化が可能となっている13)。
2)N社の多国籍企業としての特徴
第二に,マ レーシア工場の特徴は,N社がアジア各国に複数の生産拠点を
有していることにより生み出されたと考えられる。中小企業が海外事業展開
を行 う場合,海 外生産拠点を運営する際の技術や管理のノウハウは,日本国
内の本社が保有し海外拠点に移転する事になるだろう。もちろん,日本国内
とは異なる事業に進出し,経営者 自らが海外で事業を立ち上げる場合 も考え
られる。
しかし企業の国際化が進展 し,海外拠点に重要な経営資源が蓄積 されつつ
ある今 日,日本の本社が集中的に技術やマネジメントのノウハウを保有 し,
海外子会社に一方的に移転するというやり方は,N社のような複数国に拠点
を持つ企業の場合のメリットを十分に活かした方法ではなくなってきている
(江夏 ・桑名,2012,151頁)。子会社 に蓄積 された経営資源をいかに活用
し,再配分出来るかが優位性構築の鍵であるとし,人的資源 も,従来の本社
から子会社への一方向の移動から,子会社から本社,子 会社から別の子会社
を含めた多方向な移動へ と変化する。石田(1997)はこれを,ホ イール型か
らネットワーク型への変化 と呼んでいる。
13)N社全体が,擦 り合わせ型であるはずの自動車部品の範囲から外れたわけでは決
してない。日本国内の生産拠点である1事業所 ・1工場は,量 産も行ってはいるが
開発が主体となっているという。新 しいテーマが与えられ,取引先と一緒になっ
て物を作っているということで,ま さに擦 り合わせ型の設計思想に基づいてい
る。
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図表14ホ イール型からネットワーク型へ
O`IaO
子会社 ⑤ 子会社
出所)江 夏 ・桑名(2012)151頁
資料)石 田英 夫(1997)『国際人事』中央経済社,2頁
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マ レ ー シ ア 工 場 に お け る 効 率 化 は,ManagingDirectorとFactory
Managerの2人の 日本人ス タッフに よって推進 されてい る。30代のFactory
Managerは,タイ工場 に赴任 後10年 間,東 南ア ジア各 国の工場で経験 を積
み現職 となった。
複 数国に製造拠 点 を有するN社 では,各 工場 が抱 えている課題 を,各 工場
の現場 を担 当 し責任 を担 う日本 人ス タッフが共有 して きた。様 々な課題 の解
決策 を模索 し,実 践 し続 けて きた ことの成 果が,本 稿 で紹介 した労務管理手
法の標準化 であろ う。そ して標準化 された労務 管理 手法 に基づ いてマ レーシ
ア工場 では,マ レーシア特有 の状 況に対 する対応 策を講 じ,さ らに現場 の改
革 を進めている。 この ことは,複 数国での現場経験 を経 たFactoryManager
の リー ダーシ ップの役 割が大 きい。
またそれ と同時に,日 本国内か ら派遣 されたFactoryManagerを指導 ・管
轄するベテ ランであるManagingDirectorの存在 ・手腕 がある。海外現場 の
動向 を,本 社ヘ スム ーズ に伝達 し,実 現 させ てい くバ ランス も重要 であ ろ
う。
おわ りに
本稿で注 目したマレーシア工場はおよそ20年前に,労働集約型産業 とし
てマレーシア国内でも労働賃金が安い地域に進出をした。しかし近年の東南
アジア各国の経済成長により,進出当初 とは状況が大 きく変化 したことで,
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日本と同 じように自動化できるところは自動化 し,省力化の方向へ向かわざ
るを得な くなる。一方で発注元の自動車メーカーが部品の共通化を実施 し,
できるだけコス トを下げる取組みが行われると,一部品の数量が増える。こ
のボリューム増加 を,新興国でかつて行われた作業者の数でカバーするので
はな く,自動化で対応するモノ作 りへ と転換する状況 となってきている。も
ちろん,相対的に安い労働力を目的に進出先を選択することもありうるが,
本稿で見たマレーシアの状況は遅かれ早かれ各国に広がっていくだろう。
本稿で注 目したN社は,30年近 くにも及ぶ海外事業を展開してきており,
その蓄積 を踏まえて本稿で示 した結果を生み出している。様々な試行錯誤の
上に構築 され,さ らに現在進行形で改善が行われている実践は,多様性に富
み,応 用力が高い。
ここではN社マレーシア工場の事例が,今 後海外事業展開をはかる中小製
造業企業に与える示唆について3つ述べたい。第一に,中小製造業が海外事
業展開する分野の理解であるが,中小製造業企業が,ど のような部品を取 り
扱 うかによって課題は変化する。投資決定のポイントの上位4項 目に入 り,
近年増加傾向にある項 目として 「納入先を含む,他 の日系企業の進出実績が
ある」(図表6)に注 目すれば,日本国内の取引関係の延長線上で海外事業
展開を図ろうとする,も しくは図らざるを得ない状況に多 くの企業が直面 し
ていると理解できる。
つまり海外事業展開が日本国内と変わらない製品の製造であり,海外に既
に進出している,も しくはほぼ同時に進出 している取引先への納入であれ
ば,日 本国内における管理手法が基礎 となる。本稿で も提示 した 「見える
化」は,事例紹介やノウハウの提示 を行 う関連書籍 ・資料やコンサルタント
が多数存在する。ただ,扱 う製品のアーキテクチャ,すなわち 「擦 り合わせ
型」であるかどうかの判断が,本稿で紹介 したより進んだ 「見える化」への
分岐となると考えられる。
第二は,事業規模 に関わる労務管理 についてである。第一 とも関連する
が,日 本国内の事業規模 と同じであれば,や はり日本国内における管理手法
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が基礎 となる。 しか し,2014年4月時点のASEAN10力国の総人口は,6
億2589万人 となっている(日本貿易振興機構(ジ ェ トロ)海外調査部アジ
ア大洋州課,2014)。2015年に経済統合を目指 してお り,今後の人口増加予
測とともに市場 としての規模拡大がさらに見込まれている。間違いなく,海
外事業展開を図ろうとする中小製造業企業は,事業規模の拡大の機会に直面
するだろう。したがって,事業規模拡大を視野に入れた労務管理を,進 出当
初から行う必要がある。本稿で示 したような全体像を把握 しやすい規模の工
場は,進 出を果たした後の状況変化にいかに対応 していくかについて示唆に
富んだ事例 といえる。
ただ,や は り課題は残る。これが第三に指摘する管理手法や技術の移転に
関わる課題だ。日本国内に立地する拠点が,海外工場に対する指導ノウハウ
を適切に移転できるのか。マザー工場 としての役割を日本国内の拠点が担え
るのか,と いう大きな課題が残 される。
最後に本稿 を締め くくるにあたって,本稿の課題を述べる。マレーシア工
場は工場全体が進むべ きイメージを明確化 し,労務管理の方向性を打ち出し
ている。マレーシア人スタッフ(意思決定に参加する幹部候補)の 増員であ
る。現場作業者における若手マレーシア人の定着率が悪いことに加え,マ
レーシア人の長期勤続者の引退を想定し,マ レーシア人雇用維持のための外
国人労働者 との割合,1:1のルールに基づいて,若 手マレーシア人スタッ
フの増員を図っている。人件費が高騰するマレーシアで,新 たな発展を支え
る人材育成の取組みの分析は次稿の課題 としたい。
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参考資料
産業別子会社の保有状況(企業数)
企粟数
23年度
子会社を保有する企業数
21年度 22年度 23年度
保有比率(%)
21年度 22年度 23年度
前 年度差(96ポイント)
22年度 23年度
合 計 29,37612,05012,36112,69143.2 43.6 43.2 0.4 ▲0.4
鉱粟、操石粟、砂利探取粟 41 17 19 24 47.2 51.4 58.5 4.2 7.1
製 造 粟 13,345,9435,9866ρ61 45.3 45.7 45.4 0.4 ▲0.3
電気・ガス集 130 80 87 88 65.668.5 677 2.9 ▲08
情報通信粟 2,453 870 886 929 39.540.0 37.9 0.5 ▲21
卸 売 粟 5,8992,8502,9853,05751.2 52.251.8 1.0 　 0.4
小 売 粟 3,6361,2501,2551,31636.036.0 36.2 o.o 0.2
クレジットカー ド粟、割賦金融粟 77 27 28 30 40.9 39.4 39.0 ▲1.5 ▲0.4
物晶賃貸粟 303 100 99 111 388 36.0 36.6 ▲28 0.6
学術研究、専門・技術サービス桑 596 217 240 232 398 40.2 38.9 0.4 ▲13
飲食サービス粟 s≫ 177 201 214 29.534.1 34.7 4.6 o.s
生活関連サービス粟、娯楽粟 732 185 210 208 26.729.5 28.4 z.s ▲1.1
飼人教授所 14 2 z 2 zo.o 15.4 14.3 ▲4.6 ▲1.1
サービス粟(寧) i,533 332 363 419 278 2sz 27.3 ▲16 1.1
出所)図 表1に 同じ。
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ChallengesforLaborManagementinOverseasExpansion
bySmallandMidsizedBusinesses
CaseStudyofaJapaneseInjection
MoldingPartsFactoryinMalaysia
YOSHINAGATadakazu
Abstract
Smallandmidsizedcompanieshavebeenincreasinglyexpandingtheir
operationsinfast-growingoverseasmarkets,mostnotablyinSoutheast
Asia.Thisresearchanalyzesthelabormanagementofanautomobileparts
manufacturerinMalaysia,whichisamongthefirstSoutheastAsian
marketswhereHumanResourcesissueshavebeenreported.Throughthis
analysis,wehavedefinedthechallengesfacingsmallandmidsized
businessesthatseekoverseasexpansioninthenearfuture.
InSection1,wefirstlookatthecurrentsituationofsmallandmidsized
businessesseekingoverseasexpansionandrecognizetheirchallenges;in
Section2,westudytheworkingenvironmentinMalaysia.InSection3,we
reviewpreviousstudiesonlabormanagementofsmallandmidsized
businessesseekingoverseasexpansion,andinSection4welookatacase
studytoillustratethestatusquooflabormanagementinthetarget
enterprises.InSection5weexamineourfindings,andinthelastsection
wegiveourconclusionsandidentifyareasforfurtherresearch.
Thecasestudyclarifiesthefollowing:1)fieldsofglobalexpansionto
provideanunderstandingofproductarchitecturethatishandled,2)
importanceoflabormanagementaccordingtobusinesssizetotake
accountoffutureexpansion,and3)issuesonmanagementapproachand
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technologytransfer,i.e.theroleofdomesticbasesasmotherfactories.
Thesefindingssuggestsolutionsforthechallengesthatmaybe
encounteredbysmallandmidsizedbusinessesinseekingoverseas
expansion.
